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ネットイーグル株式会社との合弁会社設立に関するお知らせ 

 

 

当社は、ネットイーグル株式会社との間で、合弁契約に基づき、合弁会社を設立いたしました

ので、下記の通りお知らせいたします。 

 

１．合弁会社の設立の背景と目的 

当社は、「日本に安心・安全な木構造を普及させる。」「日本に資産価値のある住宅を提供する

仕組みをつくる。」を目標に掲げ、日本に構造計算が施された安全で資産価値のある木造建築を

普及させることを目指しております。 

また、2010年 10 月に施行された公共建築物等木材利用促進法により、大規模木造非住宅建築

の需要が高まっている一方で、この分野の構造設計者が不足していることから、本市場の成長を

阻害しているものと考えております。 

このため、本市場全体の成長に貢献すべく、当社が開発した SE構法だけでなく、SE構法のノ

ウハウを活かし、SE 構法以外の構法も扱う大規模木造非住宅分野の構造設計事業の推進を目指

します。 

本事業の推進にあたり、木構造生産 CADソフトウェア開発で委託実績があり、建築設計支援ツ

ールの開発に知見のあるネットイーグル株式会社と合弁会社（株式会社木構造デザイン）を設立

することとなりました。 

合弁会社では、大規模木造建築に関する構造設計、構造設計図書の作成、プレカットに使用す

る CADデータの入力、販売等の事業を行う予定です。 

 

 

 

 



 

２．合弁会社の概要 

（１） 名 称 株式会社木構造デザイン 

（２） 所 在 地 東京都港区港南 1-7-18 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 福田浩史 

（４） 事 業 内 容 大規模木造建築の構造設計、CAD データ入力業務等 

（５） 資 本 金 100,000,000 円（資本準備金を含む） 

（６） 設 立 年 月 日 2020年 2月 10日 

（７） 決 算 期 3 月 

（８） 純 資 産 未定 

（９） 総 資 産 未定 

（10） 出 資 比 率 株式会社エヌ・シー・エヌ：80％、ネットイーグル株式会社：20％ 

 

３．業務提携の相手先の概要 

（１） 名 称 ネットイーグル株式会社 

（２） 所 在 地 福岡県福岡市西区小戸 3-54-50 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 祖父江久好 

（４） 事 業 内 容 木造住宅 CAD/CAMシステム・ソフトウェア開発・販売 

（５） 資 本 金 100,000,000 円 

（６） 設 立 年 月 日 1990年 3月 29日 

（７） 大株主及び持株比率 ネットイーグルホールディングス株式会社 100％ 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 ソフトウェア開発の委託を行っております。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 
該当事項はありません。 

（９） 当該会社の最近 3年間の連結経営成績及び連結財政状態 

決算期 2017年 2 月期 2018年 2 月期 2019年 2 月期 

 純 資 産 2,016 百万円 1,838 百万円 1,969 百万円 

 総 資 産 2,708 百万円 3,006 百万円 3,010 百万円 

 １ 株 当 た り 純 資 産 1,795,511.68円 4,539,817.74円 4,862,582.97円 

 売 上 高 1,385 百万円 1,741 百万円 1,533 百万円 

 営 業 利 益 246百万円 436百万円 296百万円 

 経 常 利 益 270百万円 456百万円 230百万円 

 当 期 純 利 益 173百万円 75 百万円 114百万円 

 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益 152,684.75円 90,063.14円 282,751.50円 

 １ 株 当 た り 配 当 金 10,000円 0 円 1,070,000円 



 

４．日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 2020年１月 14日 

（２） 契 約 締 結 日 2020年１月 20日 

（３） 事 業 開 始 日 2020年 2 月中（予定） 

 

５．今後の見通し 

本合弁会社設立による当期連結業績に与える影響は軽微であると見込んでおりますが、今後当

社の連結業績見通しに影響があることが判明した場合等には、速やかに適時開示いたします。 

 

 

以上 

 


